
京都市の政策評価制度に係る
これまでの取組及び

今後の検討に当たっての視点①
〜政策評価制度の見直しに向けて〜

資料９
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① 現行の京都市の政策評価制度は、政策評価委員会からの御意見等を基に、20年にわたり制度
の改善・向上を積み重ねてきた結果、相当程度、成熟度の高い制度となっている。

② 一方で、行政事務の合理化が課題となる中、令和３年８月に策定した行財政改革計画におい
て、簡素で効率的な行政評価の運用を掲げて取組を進めている。

③ 加えて、現行の京都市総合計画（基本構想及び基本計画「はばたけ未来へ！ 京 （みやこ）
プラン2025」）の令和７年末の終期を見据え、令和６年度以降、次期総合計画策定に向けた
取組が本格化する。

④ また、国においては、第三者機関である政策評価審議会から、政策評価制度創設20年を機に、
ポストコロナ新時代の「行政の評価」に転換するための改善策に係る提言書が、令和３年３月
に提出されるなど、現在、これまでの固定的な政策評価制度の見直しが検討されているところ
である。

⑤ こうした状況を踏まえ、より一層、市民に分かりやすく、効果的・効率的な政策評価制度に
見直し、令和８年度以降運用できるよう、今年度から検討を開始する。令和５年度は、現行の
京都市の政策評価制度に係るこれまでの取組等の振り返りや、今後の検討に当たっての視点等
について議論を行う。

１ 政策評価制度見直しの検討に当たり押さえておくべき背景等
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R5
• 委員会①（11/17） ： 京都市の政策評価制度に係るこれまでの取組及び今後の検討に当たっての視点 ①
• 委員会②（12/15） ：京都市の政策評価制度に係るこれまでの取組及び今後の検討に当たっての視点 ②
• 意見書提出（１月頃）：これまでの取組、今後の検討に当たっての視点のまとめ策評価制度に係るこれまでの取組及び今後の検討に

R7

• 委員会① ：次期総合計画策定の議論等を踏まえた政策評価制度見直しに係る課題整理
見直し案の検討①

• 委員会② ：見直し案の検討②
• 意見書提出：見直しの方向性を提示

R6

• 委員会① ：見直し案の検討③ ※行政評価条例改正の必要性も整理
• 委員会② ：見直し案の確定
• 意見書提出：見直し案の提示

２ 今後のスケジュール（予定）

政策評価制度の見直しに伴い、
評価制度全体を束ねる行政評価条例の

改正が必要となる可能性がある

令和8年度以降に、新たな総合計画に基づく政策評価制度が開始できるよう、令和６年度
からの次期総合計画策定の議論と並行し、政策評価制度の在り方についても議論いただきな
がら、令和７年秋頃に政策評価制度の見直しを実施する。

（R7年末）現行総合計画の終期
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R5

２ 今後のスケジュール（予定）
【委員会①（11/17）】
議題：京都市の政策評価制度に係るこれまでの取組及び今後の検討に当たっての視点 ①
報告・議論する内容：
⑴京都市における政策評価制度の導入経緯
⑵これまで取り組んできた充実・改善等の変遷
評価票や市民生活実感調査票の充実・改善、政策評価の活用事例 など

【委員会②（12/15）】
議題：京都市の政策評価制度に係るこれまでの取組及び今後の検討に当たっての視点 ②
報告・議論する内容（予定）：
⑴社会背景の変化
不確実性の増す社会経済情勢、職員・予算の減少などの経営資源の減少、
デジタル化の進展

⑵政策評価制度に係る全国的な課題等
国や他自治体の政策評価制度における共通課題等

⑶今後、京都市政で考慮する必要がある事項等
次期総合計画に係る議論の動向、行財政改革の推進（政策評価制度をはじめとした行政
事務の更なる効率化）
※京都市職員への聞き取りも実施しながら、現政策評価制度の課題等を抽出

【意見書提出（１月頃）】上記（これまでの取組、今後の検討に当たっての視点）のまとめ 4

(詳細)



３ 本市における政策評価制度の導入経緯（H15試行・H16本格実施）

政策評価制度の導入
H14 評価制度構築に向けて「京都市政策・施策評価制度検討委員会」を設置

市民意見募集等を経て、「京都市政策評価制度」の答申
H15 答申を踏まえて試行実施。制度試行にあたり「政策評価制度評議会」を設置

試行実施結果を踏まえ、本格実施に向けた意見書を提出
H16 本格実施（ 「政策評価制度評議会」は継続的に意見提出）

当時の社会背景 政策評価 事務事業評価
全国
(国・他都市)

・行政需要の拡大と厳しい財政状況
・一層の説明責任
・新たな行政運営のしくみづくり

国の省庁において政策
評価の導入（H13〜）

→全国的に広がる

三重県において事務
事業評価の導入(H8
〜)
→全国的に広がる

京都市 ・「財政非常事態宣言」の発出（H13）
・「京都新世紀市政改革大綱」（H13〜15)に

行政評価導入の必要性について明記

事務事業評価の試行
(H12)
本格実施(H15)
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３ 本市における政策評価制度の導入経緯（H15試行・H16本格実施）

【政策評価が果たす役割】
① より効果的な政策の立案や市政の推進に資する
② 市民に対する説明責任

【政策評価制度の具体的な方法】
①評価の対象：市民参加で策定した京都市基本計画の政策体系をベースとして

政策（26 項目）施策（106 項目）を対象
②評価の手法：客観指標評価（各施策に指標を設定し、目標達成度や年次推移等で評価）

市民満足度評価（各施策について市民満足度調査を実施し、その結果に基づき評価）
③評価の主体：行政による評価を基本とし、評価の客観性の担保や制度の向上を図るため

外部機関を設置し点検
④評価の時期：８月までに評価、公表

【評価結果の公表と活用】
①公表：評価結果を分かりやすく、かつ、速やかに公表
②活用：予算、計画策定など行政活動全般に活用

政策評価制度評議会
（現 政策評価委員会）からの評価
「総合的・客観的で市民にとって
わかりやすい画期的な制度」
「全国的にも先進的な制度」
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制度試行・構築 条例制定・制度定着 制度充実・精緻化 見やすさの充実・効率化
H15〜18
※H15試行 H16本格実施

H19〜22
※H19 行政評価条例策定

H23〜R1
※H23 第2期基本計画策定

R2〜4（R2〜コロナ禍）
※R3 第3期基本計画策定

説
明
責
任

市
民
へ
の

・評価票のHPへの掲載 ・レイアウト見直し
（評価結果の経年比較）
・記載内容の充実（原因
分析、今後の方向性を追加）

・レイアウト見直し
（市民実感の経年比較）
・記載内容の充実
（市の課題や方向性を記載）

・レイアウト見直し
（直感的に見やすい評価

結果)
(☆)を踏まえたもの

へ
の
貢
献

市
政
運
営

・予算編成システムに
おける評価結果の活
用

・基本計画の点検への活用 ・基本計画の点検への活用
・大学と連携した政策評価
結果の分析

・基本計画の総括への活用
・評価結果のオープン
データへの掲載

評
価
制
度
の
手
法

・客観指標、市民生活
実感調査設問の質向
上

・客観指標マニュアル作成
（指標設定へのロジックモ

デルの活用）

・指標の充実
（政策独自指標の設定）
・評価の精緻化
（客観指標総合評価の開始）
・市民生活実感調査の充実
（インターネット回答・

追加設問の試行）

・レイアウト見直し
（直感的に回答しやすい

市民生活実感調査）
・インターネットモニ
ター調査の試行導入
(☆)を踏まえたもの

周
辺
の
変
化

評
価
制
度
の

・京都市情報館（公式ホー
ムページ）における各部
局情報の大幅充実

・オープンデータポータル
サイトの公開

・京都市市民しんぶんの充実
（見やすさの改善等）

・行財政改革計画に
「行政評価の効率的な
運用」を掲げる(☆)

４ これまでの政策評価制度の変遷

分野別計画及び計画策定に係る審議会議論における市民生活実感調査結果の活用

7



制度試行・構築 条例制定・制度定着 制度充実・精緻化 見やすさの充実・効率化
H15〜18
※H15試行 H16本格実施

H19〜22
※H19 行政評価条例策定

H23〜R1
※H23 第2期基本計画策定

R2〜4（R2〜コロナ禍）
※R3 第3期基本計画策定

説
明
責
任

市
民
へ
の

・評価票のHPへの掲載 ・レイアウト見直し
（評価結果の経年比較）
・記載内容の充実（原因
分析、今後の方向性を追加）

・レイアウト見直し
（市民実感の経年比較）
・記載内容の充実
（市の課題や方向性を記載）

・レイアウト見直し
（直感的に見やすい評価

結果)
(☆)を踏まえたもの

へ
の
貢
献

市
政
運
営

・予算編成システムに
おける評価結果の活
用

・基本計画の点検への活用 ・基本計画の点検への活用
・大学と連携した政策評価
結果の分析

・基本計画の総括への活用
・評価結果のオープン
データへの掲載

評
価
制
度
の
手
法

・客観指標、市民生活
実感調査設問の質向
上

・客観指標マニュアル作成
（指標設定へのロジックモ

デルの活用）

・指標の充実
（政策独自指標の設定）
・評価の精緻化
（客観指標総合評価の開始）
・市民生活実感調査の充実
（インターネット回答・

追加設問の試行）

・レイアウト見直し
（直感的に回答しやすい

市民生活実感調査）
・インターネットモニ
ター調査の試行導入
(☆)を踏まえたもの

周
辺
の
変
化

評
価
制
度
の

・京都市情報館（公式ホー
ムページ）における各部
局情報の大幅充実

・オープンデータポータル
サイトの公開

・京都市市民しんぶんの充実
（見やすさの改善等）

・行財政改革計画に
「行政評価の効率的な
運用」を掲げる(☆)

分野別計画及び計画策定に係る審議会議論における市民生活実感調査結果の活用
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５ 評価票のレイアウト・記載内容の変遷（市民への説明責任）



５ 評価票のレイアウト・記載内容の変遷（市民への説明責任）

【平成１７年度〜１８年度】
作成ページ：２４４頁

平成１７年度から、政策の評価結
果と施策の評価結果を同時に見られ
るよう新たに評価票を作成しHP上で
公開
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【平成１９年度〜３０年度】
作成ページ：６０８頁

平成19年度に、一般市民に
理解されやすいよう箱書き形
式にし、３年分の評価結果や
総合評価欄の記載を充実。そ
の後も客観指標総合評価の新
設等、年々記載を充実

精緻な評価票となった一方
で、ページ数が多く情報過多
となり、次第に見やすさや作
成の事務負担が課題に
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５ 評価票のレイアウト・記載内容の変遷（市民への説明責任）



【令和元年度〜現在】
作成ページ：５４頁

＋データベース

令和元年度に、基本計画
実施状況報告（冊子）への
政策評価票の一体化による
事務効率化

令和２年度には、市民に
よりわかりやすい評価結果と
するため、要点を抜粋し、
分かりやすくまとめたポイン
ト版評価票を作成。詳細は
データベースで参照できる
ように見直し
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５ 評価票のレイアウト・記載内容の変遷（市民への説明責任）



制度試行・構築 条例制定・制度定着 制度充実・精緻化 見やすさの充実・効率化
H15〜18
※H15試行 H16本格実施

H19〜22
※H19 行政評価条例策定

H23〜R1
※H23 第2期基本計画策定

R2〜4（R2〜コロナ禍）
※R3 第3期基本計画策定

説
明
責
任

市
民
へ
の

・評価票のHPへの掲載 ・レイアウト見直し
（評価結果の経年比較）
・記載内容の充実（原因
分析、今後の方向性を追加）

・レイアウト見直し
（市民実感の経年比較）
・記載内容の充実
（市の課題や方向性を記載）

・レイアウト見直し
（直感的に見やすい評価

結果)
(☆)を踏まえたもの

へ
の
貢
献

市
政
運
営

・予算編成システムに
おける評価結果の活
用

・基本計画の点検への活用 ・基本計画の点検への活用
・大学と連携した政策評価
結果の分析

・基本計画の総括への活用
・評価結果のオープン
データへの掲載

評
価
制
度
の
手
法

・客観指標、市民生活
実感調査設問の質向
上

・客観指標マニュアル作成
（指標設定へのロジックモ

デルの活用）

・指標の充実
（政策独自指標の設定）
・評価の精緻化
（客観指標総合評価の開始）
・市民生活実感調査の充実
（インターネット回答・

追加設問の試行）

・レイアウト見直し
（直感的に回答しやすい

市民生活実感調査）
・インターネットモニ
ター調査の試行導入
(☆)を踏まえたもの

周
辺
の
変
化

評
価
制
度
の

・京都市情報館（公式ホー
ムページ）における各部
局情報の大幅充実

・オープンデータポータル
サイトの公開

・京都市市民しんぶんの充実
（見やすさの改善等）

・行財政改革計画に
「行政評価の効率的な
運用」を掲げる(☆)

分野別計画及び計画策定に係る審議会議論における市民生活実感調査結果の活用
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６ 政策評価の活用事例（市政運営への貢献）



【平成１９年度
基本計画点検員会】

①京都市基本計画の進捗状
況について、一定の時期
に点検（点検委員会）を
実施。その後の計画推進
に活用

②政策評価は基本計画の
進捗を測るものであり、
主な点検材料として、
評価の推移などを活用
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６ 政策評価の活用事例（市政運営への貢献）



【平成２６年度
基本計画点検委員会】

①京都市基本計画の進捗状況に
ついて、一定の時期に点検
（点検委員会）を実施。その
後の計画推進に活用

②政策評価は基本計画の進捗を
測るものであり、主な点検材
料として、評価の推移などを
活用

14

６ 政策評価の活用事例（市政運営への貢献）



【令和元年度
第１回京都市基本計画審議会】
（基本計画を総括する資料の一つと
して提示）

新たな基本計画策定時の審議会資料
において、これまでの基本計画の進捗
状況を示すデータとして活用
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６ 政策評価の活用事例（市政運営への貢献）



制度試行・構築 条例制定・制度定着 制度充実・精緻化 見やすさの充実・効率化
H15〜18
※H15試行 H16本格実施

H19〜22
※H19 行政評価条例策定

H23〜R1
※H23 第2期基本計画策定

R2〜4（R2〜コロナ禍）
※R3 第3期基本計画策定

説
明
責
任

市
民
へ
の

・評価票のHPへの掲載 ・レイアウト見直し
（評価結果の経年比較）
・記載内容の充実（原因
分析、今後の方向性を追加）

・レイアウト見直し
（市民実感の経年比較）
・記載内容の充実
（市の課題や方向性を記載）

・レイアウト見直し
（直感的に見やすい評価

結果)
(☆)を踏まえたもの

へ
の
貢
献

市
政
運
営

・予算編成システムに
おける評価結果の活
用

・基本計画の点検への活用 ・基本計画の点検への活用
・大学と連携した政策評価
結果の分析

・基本計画の総括への活用
・評価結果のオープン
データへの掲載

評
価
制
度
の
手
法

・客観指標、市民生活
実感調査設問の質向
上

・客観指標マニュアル作成
（指標設定へのロジックモ

デルの活用）

・指標の充実
（政策独自指標の設定）
・評価の精緻化
（客観指標総合評価の開始）
・市民生活実感調査の充実
（インターネット回答・

追加設問の試行）

・レイアウト見直し
（直感的に回答しやすい

市民生活実感調査）
・インターネットモニ
ター調査の試行導入
(☆)を踏まえたもの

周
辺
の
変
化

評
価
制
度
の

・京都市情報館（公式ホー
ムページ）における各部
局情報の大幅充実

・オープンデータポータル
サイトの公開

・京都市市民しんぶんの充実
（見やすさの改善等）

・行財政改革計画に
「行政評価の効率的な
運用」を掲げる(☆)

分野別計画及び計画策定に係る審議会議論における市民生活実感調査結果の活用
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７ 市民生活実感調査票の推移（評価制度の手法）



【平成１６年度〜２９年度】
（本格実施当初の調査票）

設問数59問（１調査票あ
たり）

調査票を３種類に分けて郵
送
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７ 市民生活実感調査票の推移（評価制度の手法）



【平成３０年度】
設問数104問（１調査票あたり）
調査票を２種類に分けて郵送

H３０に、試行的にインターネットで回答を行える
仕組みや、アンケート内容の追加など調査の充実を
図ったが、回収率が大幅に下落。

回収率向上のために、回答しやすい調査が課題に。

41.2

32.4

42.4
39.5

36.8
32.1

39.4

30

35

40

45

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R3

（参考）回収率の推移
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７ 市民生活実感調査票の推移（評価制度の手法）



【令和元年度、令和３年度】
設問数88問（１調査票あたり）
調査票を２種類に分けて郵送

①R元調査では、前年度の追加設
問を一旦休止（設問数減）。
直感的に回答ができるように、
表紙やレイアウト等の記載を改
善

②R3調査からは、設問配置やフォ
ントの変更、進行度やキャラク
ターの掲載などの工夫を図り、
回収率も回復
（H30：32.1％→Ｒ3：39.4％）
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７ 市民生活実感調査票の推移（評価制度の手法）



【令和４年度〜現在】
設問数88問（１調査票あたり）
調査票を２種類に分けインターネット
モニター調査を実施

回収される年齢構成比のずれ、回答利便
性や回収率等の課題を踏まえ、インター
ネットモニター調査を試行実施。
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７ 市民生活実感調査票の推移（評価制度の手法）



制度試行・構築 条例制定・制度定着 制度充実・精緻化 見やすさの充実・効率化
H15〜18
※H15試行 H16本格実施

H19〜22
※H19 行政評価条例策定

H23〜R1
※H23 第2期基本計画策定

R2〜4（R2〜コロナ禍）
※R3 第3期基本計画策定

説
明
責
任

市
民
へ
の

・評価票のHPへの掲載 ・レイアウト見直し
（評価結果の経年比較）
・記載内容の充実（原因
分析、今後の方向性を追加）

・レイアウト見直し
（市民実感の経年比較）
・記載内容の充実
（市の課題や方向性を記載）

・レイアウト見直し
（直感的に見やすい評価

結果)
(☆)を踏まえたもの

へ
の
貢
献

市
政
運
営

・予算編成システムに
おける評価結果の活
用

・基本計画の点検への活用 ・基本計画の点検への活用
・大学と連携した政策評価
結果の分析

・基本計画の総括への活用
・評価結果のオープン
データへの掲載

評
価
制
度
の
手
法

・客観指標、市民生活
実感調査設問の質向
上

・客観指標マニュアル作成
（指標設定へのロジックモ

デルの活用）

・指標の充実
（政策独自指標の設定）
・評価の精緻化
（客観指標総合評価の開始）
・市民生活実感調査の充実
（インターネット回答・

追加設問の試行）

・レイアウト見直し
（直感的に回答しやすい

市民生活実感調査）
・インターネットモニ
ター調査の試行導入
(☆)を踏まえたもの

周
辺
の
変
化

評
価
制
度
の

・京都市情報館（公式ホー
ムページ）における各部
局情報の大幅充実

・オープンデータポータル
サイトの公開

・京都市市民しんぶんの充実
（見やすさの改善等）

・行財政改革計画に
「行政評価の効率的な
運用」を掲げる(☆)

分野別計画及び計画策定に係る審議会議論における市民生活実感調査結果の活用
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８ 評価制度の周辺の変化



① 京都市の政策評価制度は、制度創設以降、評価票の記載内容、客観指標、市民生活
実感調査の充実等により、評価の精緻化に取り組んできたことで、制度として成熟度
が増し、総合的・客観的で全国的にも先進的なシステムとして評価されてきた。

② 一方、近年は、政策評価以外で公開される市政情報の充実や、分かりやすい評価結
果の発信、事務の効率化等が求められるなど、政策評価制度の役割や位置づけは変化
してきている。

それらの変化を踏まえつつ、令和２年度以降、評価票や市民生活実感調査票のレイ
アウト等の見直しを実施しているところである。

９ まとめ（本市の政策評価に係るこれまでの取組について）

本日御意見をいただきたいこと
➢本市政策評価制度の評価できる点や課題である点等は

22



（参考）政策評価制度の見直しに関する国の動きについて

１ 政策評価制度見直しに係る各種会議等での議論の状況
⑴ 令和３年３月 総務省 政策評価審議会が提言

「ポストコロナ新時代における行政の評価への指針 〜政策改善に役立つ、しなやかで、
納得できる評価とするために〜」

⇒ 政策評価を政策の改善等に活用されるものにしていくことを目指す。
⑵ 令和３年年１１月 デジタル臨時行政調査会（会長：内閣総理大臣）が発足

⇒「デジタル時代にふさわしい政策形成・評価の在り方」が検討テーマの一つに。
⑶ 令和４年１月 行政改革推進会議（会長：内閣総理大臣）の下に、「アジャイル※型政策形

成・評価の在り方に関するワーキンググループ」（以下、「アジャイルＷＧ」）
（座長：大橋弘 東京大学副学長・公共政策大学院教授）が設置

※「アジャイル」とは、「素早い」「機敏な」という意味で、システム開発等で用いられる、実装とテス
トを繰り返して開発していく手法。
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２ 上記２つの提言（⑷⑸）を踏まえた動き
⑹ 「経済財政運営と改革の基本方針2022」（令和４年６月７日閣議決定）

「行政の無謬性にとらわれず、デジタル技術も活用し、予算編成プロセスなどでＥＢＰＭ
に基づく意思決定を推進するなど、より機動的で柔軟な政策形成・評価を可能とする取組を
進める」ことが盛り込まれ、提言の内容に取り組んでいく方針が決定される。

⑺ 令和５年度第１回ＥＢＰＭ推進委員会（令和５年４月１３日開催） 【資料１０ 】参照
「『評価のための評価』はやめ、『意思決定に使える評価』に変える」という評価制度の

見直しの基本的な考え方を示し、「実務ではこのやり方で十分」という分析の手法や水準に
ついての考え方を総務省において整理し、技術的なガイドラインとして提示することを明記。

⑷ 令和４年５月 政策評価審議会提言
「デジタル時代にふさわしい政策形成・評価の在り方に関する提言」

⑸ 令和４年５月 アジャイルＷＧ提言
「アジャイル型政策形成・評価の在り方に関するワーキンググループ提言〜行政の「無謬性

神話」からの脱却に向けて〜

（参考）政策評価制度の見直しに関する国の動きについて
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